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中期財政の見通しについて①

八代市では令和５年１０月に中期財政計画を策定し、坂本町の復旧・復興等への取組みの継続や、５つの重点戦略等に掲げる施策を推進
するため、令和１２年度までの財政運営の指標となる数値目標を掲げ、随時、追加予算措置を行ってきました。

令和８年度に入り、令和７年度の決算分析を行ったところ、令和７年8月⼤⾬や⻑引く物価⾼騰等の影響、また、⼯業団地整備や公共施
設ＬＥＤ化など新たな需要が発生するなど、計画数値と現状に開きが出てきており、今後の基金残⾼や市債残⾼の動向が変化している状
況にあります。 加えて、本年７月２８日に再び発生した「令和８年熊本地震」では市内に甚⼤な被害が発生しており、平成２８年熊本
地震の被害を⼤きく上回る規模となっています。

こうした状況を踏まえ、令和７年８月⼤⾬や令和８年熊本地震などの⼤規模災害からの早期復旧・復興を最優先課題として取り組みつ
つ、昨年度策定した「八代未来づくりビジョン」に掲げる７つの基本目標を推進していくため、改めて持続可能な財政運営の方向性を示
す必要があることから、見直しを実施するものです。

２．見直しの背景

この見通しは前年度までの決算の特徴を踏まえ、本市の中期的な財政収支の見通しを行うことで、将来の収支状況や、行財政運営上の課
題を明らかにし、財政運営の健全性を担保すると共に、持続可能な財政基盤を確立するための目安として策定するものです。

なお、この見通しは、将来の予算編成を拘束するものではなく、本市の行財政改革の取組み、財政環境の変化、新たな財政需要の動向
等により影響を受けるため、今後も、それら動向を注視しながら見直しを行うものとします。

１．はじめに
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見通し策定の前提条件・考え方②

○ 対象期間：８年間（令和８年度〜令和１５年度） ※参考として過去４年間の決算推移（令和４年度〜令和７年度）も提示

○ 会計区分：普通会計 ※一般会計、ケーブルテレビ事業特別会計、診療所特別会計の合算

１．対象期間 及び会計区分

〇 歳入・歳出ともに原則、策定年度の９月補正予算編成時点を基礎に、過去４年間の決算の推移と現行の行財政制度を基に推計

〇 収支の考え方は、決算見込ベースで推計

〇 経済成⻑率は考慮していません

※今後も社会経済情勢や国の予算及び施策、地方財政制度等の動向を踏まえ、必要に応じて点検及び見直しを行います。

２．推計の考え方
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項目別の試算方法③

試算の考え方項目
・現行税制を前提に、過去の実績等を勘案した上で
予定されている税制改正等による影響を反映
（※固定資産税：３年毎に評価替）

市税

・市債の償還に対する措置分は、現在までの借入額
及び今後の借入見込額に伴う償還見込額を踏まえて
試算

地方交付税

・現行の補助率に基づき、扶助費や投資的経費など
の歳出に連動させて試算

国・県支出金

・公債費の増加を平準化するため、減債基金を毎年
度２億円程度繰入して試算

繰入金

・⼤型の継続事業を除いた事業に充当する通常債は
歳出に連動させて試算

市債

・地方譲与税及び各種交付金は、現行制度を前提に
過去の実績等を勘案した上で試算

・寄附金のうち、ふるさと納税分は令和９年度以降、
２６億円（令和７年度実績）を基準に試算

その他

試算の考え方項目
・令和８年度を基準に今後の職員数の推移、給与改定
及び定年引上げを反映して試算

人件費

・過去の推移などを踏まえ一定の伸び率を乗じて推計扶助費

・既発行分は償還計画に基づき積算し、今後の発行分
は理論計算により推計

公債費

・継続中の⼤型事業（給食センター整備、公共施設
LED化、⼯業団地関連道路等）や、直近の推移など踏
まえ試算（※学校校舎改築、学校再編等の影響は未反映）

・令和９年度以降は、継続中の⼤型事業を進めていく
一方で、公共施設の老朽化対策や新たな事業の発生も
想定し以下により試算
①建設事業通常枠 ５０億円程度／年
②公共施設適正化推進事業枠 ３億円程度／年

・令和８年熊本地震の復旧・復興経費については、９
月補正編成時点で把握している経費を反映。
（※庁舎復旧経費等は未反映）

投資的経費

・物件費、維持補修費、補助費等は直近推移も踏まえ、
物価⾼騰等による影響を事業見直しなどにより捻出す
ることを前提に試算
・繰出金は、直近の推移により試算

その他経費

【歳入】 【歳出】
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財政収支の見通し④-1

R15R14R13R12R11R10R9R8R7R6R5R4
18,34018,38518,26018,09418,02617,80217,52117,34816,84115,93316,15616,174市 税

20,70220,53820,13720,09319,65019,0791８,29２１９,08718,86517,55916,56616,457地 方 交 付 税

18,76818,70019,12718,76823,99126,24928,96037,63421,82119,73620,36319,638国 ・ 県支出金

1,3711,3722,2301,5861,4671,724１,8192,6161,9311,3791,3182,357繰 入 金

3,3212,9024,8283,2374,4025,6518，94915,71413,4366,1164,7764,629市 債

10,32210,31610,31410,31510,46811,58512,14413,11711,96112,91510,33210,389そ の 他

72,82472,21374,89672,09378,00482,09087,685105,51684,85573,63869,51169,644合 計

1) 歳 入
（単位：百万円）

決 算
R15R14R13R12R11R10R9R8R7R6R5R4
39,06339,20538,33438,85237,88637,88136,65636,72536,19035,50433,49832,616義 務 的 経 費
11,02110,93510,22610,59910,02910,4739,89710,3369,6869,3398,6089,343人 件 費

18,17218,13118,09418,05918,05618,05618,05918,24118,88318,75217,87816,67１扶 助 費

9,87010,13910,01410,1949,8019,3528,7008,1487,2617,4137,0126,602公 債 費

6,5956,0378,7626,56013,11016,72818,37023,00715,7779,9517,1667,444投 資 的 経 費
6,1255,5678,2926,0907,0407,4687,62112,20712,9408,1305,3825,519普通建設事業費

4704704704706,0709,26010,74910,8002,8371,8211,7841,925災害復旧事業費

27,51127,38928,02627,34527,35027,31431,38243,95930,46326,39826,73327,689そ の 他
8,2318,2028,8728,1808,1058,08612,46417,6118,3507,7857,4917,781物 件 費

492492492482482472472463481459454439維 持 補 修 費

10,0269,9569,9449,90210,01310,0449,74716,6099,4089,16210,2859,664補 助 費 等

7,0607,0397,0197,0006,9816,9436,8946,8386,7886,6246,5966,480繰 出 金

1,1591,1571,1561,2381,2261,2261,2621,7604,8931,8531,1122,818積 立 金

543543543543543543543678543515795507そ の 他

73,16972,63175,12272,75778,34681,92386,408103,69182,43071,85367,39767,749合 計

2) 歳 出

中期財政見通しの推計期間
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財政収支の見通し④-2

（単位：百万円）３） 収 支

R15R14R13R12R11R10R9R8R7R6R5R4
▲345▲418▲226▲664▲342１671,2771,8252,4251,7852,114１,895収 支 ( 歳 入− 歳 出 )

70,22575,34981,10884,87290,35994,36796,80595,53787,32581,13482,12084,057市 債 残 高

10，97111,18311,39712,49012,83813,07913,57814,14015,00412,04211,26811,468基 金 残 高

【見通し結果】

➤ 歳入面では、賃上げ、物価⾼騰等により個人住⺠税や地方消費税交付金など一定程度の増収は見込めるものの、人⼝減少や少⼦⾼齢化などの影響もあ
り⼤幅な伸びは見込めない。また、再び発生した令和８年熊本地震では商工業や農業など様々な産業へも大規模な被害が発生しており、今後、市税全
般に与える影響については、現時点で見通すことができない状況。

歳出面では、社会保障関係経費や公共施設の老朽化への対応など必要不可欠な支出に加え、給食センター整備、一連の豪⾬災害などの市債償還に伴う
公債費の増加が見込まれる。更に、新たな需要である公共施設ＬＥＤ化、⼯業団地整備に伴う関連事業に加え、今後、熊本地震復旧・復興経費による
支出の増加も見込まれる。特に、投資的経費が増加する令和８年度から令和１１年度は市債の発行も増加し、公債費が増加する令和１１年度から令和
１５年度までに毎年度▲２．２億円から▲６．６億円（累計▲１９．９億円）の財源不足額が生じる見込み。

【今後の対応】

➤ 財政健全化判断比率は「早期健全化基準」を下回って推移するが、将来負担比率・実質公債費比率ともに増加（悪化）していく見通しである。
また、熊本地震からの復旧・復興にあたっては⻑期化が予想される中、今後の景気動向や地方財政を巡る状況の変化に加え、新たな市⺠ニーズへの対
応など、現段階では見込めない行政需要への対応も想定されることから、引き続き財政健全化にも取り組みながら、持続可能な財政運営に努めていく
必要がある。 特に、今後数年は熊本地震からの復旧・復興に向け財源を集中させる必要がある、限られた財源を踏まえ、事業の選択と集中による再
構築（休止・廃止）や受益者負担の適正化など、歳入・歳出の両面における抜本的な取り組みを徹底していく必要がある。
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基金残高の見通し⑤

基金残高の見通し

（単位：百万円）

➤「財政調整基金」は、令和８年熊本地震への災害対応により、一定程度の取崩しが発生する見通し。
➤「減債基金」は、新庁舎建設に伴う公債費増加の影響を平準化するため、毎年度２億円程度を繰入することにより今後減少していく見通し。
➤「その他の基金」は、令和７年度に合併特例債を財源とした地域振興基金４０億円を創設したことにより⼤幅に増加している。ふるさと納
税の寄附金については制度改正の影響を受けるため、状況によっては今後、基金残⾼が⼤きく変動する恐れもあり注意が必要。 ６



市債残高の見通し⑥

市債残高の見通し

（単位：百万円）

➤「普通債」は、給食センター整備などの⼤型事業の影響もあり令和８年度までは増加見込みだが、令和９年度以降は減少する見込み。
➤「災害復旧事業債」は、令和７年８月⼤⾬、令和８年熊本地震により、令和１０年度までは増加する見込み。
➤「臨時財政対策債等」は、令和７年度以降、臨在財政対策債を発行していないため減少する見込み。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

R4(実績） R5(実績) R6(実績) R7(実績) R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

普通債 災害復旧事業債 臨時財政対策債等

７



公債費の見通し⑦

公債費の見通し

（単位：百万円）

➤新庁舎建設に係る公債費の本格化や給食センター整備などの⼤型事業の影響もあり公債費が増加見込みのなか、令和７年８月豪⾬、令和
８年熊本地震の復旧にあたっては、今後、多額の市債発行が予想される。更に、金利上昇の影響もあり、ピークとなる令和１２年度から
令和１４年度の３ヶ年は１００億円を超える見通し。
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➤「将来負担比率」は、市債の残⾼や職員の退職手当支出見込みなどを加味した「将来的な負担」が、標準財政規模に対してどの程度あるのかを
示す指標で、３５０％を超過すると財政健全化計画の策定が必要。
➤令和６年度までは減少傾向にあったが、度重なる⼤規模災害などによる市債残⾼の増加や基金の減少により、令和７年度からは増加傾向で推移
し、その後、令和９年度の９９．９％をピークに減少していく見通し。 【（参考）令和６年度決算 類似団体平均 ３７．０％】

財政指標の見通し （将来負担比率 ・ 実質公債費比率）⑧

【将来負担比率の見通し】

【実質公債費比率の見通し】

(単位：％)

(単位：％)

➤「実質公債費比率」は、公債費のほか企業会計への補助金の中で公債費の償還に相当する「実質的な公債費」が標準財政規模に対してどの程度
であるのかを示す指標で、２５％を超過すると財政健全化計画の策定が必要。
➤令和９年度までは横ばいで推移していくが、令和１０年度以降、令和７年８月⼤⾬や令和８年熊本地震の影響による公債費の増加に伴い、比率
は増加していく見通し。 【（参考）令和６年度決算 類似団体平均 ８．５％】
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